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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第161期

第１四半期連結
累計期間

第162期
第１四半期連結
累計期間

第161期

会計期間

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成23年
３月31日

売上高（百万円） 24,272 20,445 118,501

経常利益又は損失(△)（百万円） 155 △29 2,680

四半期（当期）純利益又は

純損失(△)（百万円）
69 △46 1,503

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△252 △90 1,217

純資産額（百万円） 31,536 32,281 32,667

総資産額（百万円） 58,669 57,871 69,830

１株当たり四半期（当期）純利益金額

又は純損失金額(△)（円）
2.00 △1.34 43.48

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 53.7 55.7 46.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第161期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。　　

　

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

  文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、平成23年３月11日に発生した東日本大震災により国内経済が

混乱し、また福島第一原子力発電所事故による電力供給不足が企業生産活動の低下を招き予断を許さない状況が続き

ました。

当社グループが関連する業界におきましても、アジア地域の旺盛な需要は継続しているものの東日本大震災に起因

するサプライチェーンの寸断により不安定な商品供給状態が続きました。

このような状況下、当社グループはこれまで培ってきた技術力と営業力を駆使し被災地の復興を最優先に事業活動

に取組むとともに、今後も成長が見込まれる環境・エネルギー関連分野に注力し、基幹ビジネスの進化に努めてまい

りました。

しかしながら当第１四半期連結累計期間は東日本大震災による商品供給不足の影響が大きく、連結売上高につきま

しては 20,445百万円(前年同期比15.8%減)、連結経常利益につきましては△29百万円(前年同期比185百万円減)、四半

期連結純利益につきましては△46百万円(前年同期比115百万円減)と減収減益となりました。
　
セグメント別の営業の概況

　 　 　 　(単位：百万円)

　 　 前第１四半期連結

累計期間

当第１四半期連結

累計期間

増減率

　 　 増減額

情通・デバイス事業　　
売 上 高 10,155 5,540 △45.4%

経常利益 127 △112 △239

ＦＡシステム事業
売 上 高 7,475 7,903 5.7%

経常利益 195 156 △38

ビル設備事業
売 上 高 1,831 2,399 31.0%

経常利益 △83 △57 25

インフラ事業
売 上 高 4,808 4,602 △4.3%

経常利益 △46 △51 △4

　
①情通・デバイス事業

情報通信分野では、画像情報システムが震災による商品供給不足と金融関連向け設備投資の回復遅れから減収と

なりました。

半導体・デバイス分野では、産業用パワーデバイスが省エネ需要の高まりを受けて堅調に推移しましたが、ハー

ドディスクドライブ用マイコンは被災による出荷停滞により大幅に減少し、事業全体では45.4%の減収となりまし

た。
　
②FAシステム事業

FA分野では、コントローラー、駆動制御機器は一部震災の影響により商品供給が滞りましたが、新興国での自動車

関連産業や環境関連産業向け装置の需要増により堅調に推移しました。

産業メカトロニクス分野では、震災の影響による国内自動車業界の減産や電力不足による設備投資マインドの後

退により放電加工機、レーザー加工機ともに厳しい状況が続きましたが、事業全体としては5.7%の増収となりまし

た。
　
③ビル設備事業

冷熱分野では、空調機器が節電対策用としてリプレース需要は活況を呈しましたが、商品供給が滞り低調に推移

し、低温機器も流通業界の設備投資の停滞により低調に推移しました。

昇降機分野では首都圏を中心に大型開発案件や新規ビル案件の減少により苦戦が続きました。

設備分野では、無停電電源装置が企業の停電対策による需要増加から大幅に伸長し、事業全体では31.0%の増収と

なりました。
　
④インフラ事業

交通分野では、鉄道事業者の環境配慮、安全に対する活発な投資により車両用電機品は堅調に推移しました。受変

電設備も受注が増加しているものの当第１四半期においては計上には至りませんでした。また、無線通信機は更新

需要が一巡したことにより減少し、事業全体では4.3%の減収となりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
 
(3) 研究開発活動

  該当事項はありません。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 34,907,025 34,907,025
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 34,907,025 34,907,025 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。 

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　

(百万円)

資本金残高
　

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成23年４月１日～

平成23年６月30日
― 34,907,025 ― 5,576 ― 5,359

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 （平成23年６月30日現在）

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式     420,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  34,062,000 34,062 ―

単元未満株式 普通株式     425,025 ― ―

発行済株式総数 34,907,025 ― ―

総株主の議決権 ― 34,062 ―

　（注) １　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式45株が含まれております。

　

②【自己株式等】

 （平成23年６月30日現在）

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

㈱カナデン

東京都港区新橋

４―22―４
420,000－ 420,000 1.20

計 ― 420,000－ 420,000 1.20
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２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平

成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 14,491 5,830

受取手形及び売掛金 ※1
 31,147

※1
 20,669

有価証券 6,447 13,298

商品及び製品 3,711 4,775

原材料及び貯蔵品 3 0

その他 3,109 2,503

貸倒引当金 △29 △18

流動資産合計 58,882 47,059

固定資産

有形固定資産 4,753 4,723

無形固定資産 783 725

投資その他の資産

その他 5,489 5,442

貸倒引当金 △78 △78

投資その他の資産合計 5,411 5,363

固定資産合計 10,948 10,811

資産合計 69,830 57,871
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 30,327 20,821

未払法人税等 984 31

引当金 1,388 304

その他 3,027 2,995

流動負債合計 35,727 24,153

固定負債

退職給付引当金 730 756

役員退職慰労引当金 222 202

その他 482 478

固定負債合計 1,435 1,437

負債合計 37,163 25,590

純資産の部

株主資本

資本金 5,576 5,576

資本剰余金 5,362 5,362

利益剰余金 21,840 21,500

自己株式 △224 △226

株主資本合計 32,554 32,212

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △211 △263

土地再評価差額金 525 525

為替換算調整勘定 △249 △232

その他の包括利益累計額合計 64 28

少数株主持分 48 39

純資産合計 32,667 32,281

負債純資産合計 69,830 57,871
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 24,272 20,445

売上原価 21,625 18,095

売上総利益 2,646 2,350

販売費及び一般管理費 2,444 2,401

営業利益又は営業損失（△） 202 △51

営業外収益

受取利息 9 8

受取配当金 43 45

仕入割引 6 6

その他 10 13

営業外収益合計 70 74

営業外費用

支払利息 2 2

売上割引 13 14

手形売却損 3 2

債権売却損 8 9

為替差損 81 9

その他 7 14

営業外費用合計 117 52

経常利益又は経常損失（△） 155 △29

特別利益

投資有価証券償還益 － 21

貸倒引当金戻入額 12 －

訴訟損失未払金戻入益 3 －

特別利益合計 16 21

特別損失

固定資産除却損 0 0

投資有価証券評価損 － 6

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 24 －

その他 0 －

特別損失合計 25 7

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

146 △15

法人税、住民税及び事業税 △6 38

法人税等調整額 89 0

法人税等合計 82 38

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

63 △54

少数株主損失（△） △5 △8

四半期純利益又は四半期純損失（△） 69 △46
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

63 △54

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △322 △52

為替換算調整勘定 6 16

その他の包括利益合計 △315 △36

四半期包括利益 △252 △90

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △246 △82

少数株主に係る四半期包括利益 △5 △8
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【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成23年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成23年６月30日）

※１　受取手形割引高 ※１　受取手形割引高

　 999百万円 　 1,049百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る四半

期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれん

を除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

減価償却費 82百万円 92百万円

  
（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年５月14日

取締役会
普通株式 293 8.5 平成22年３月31日 平成22年６月14日利益剰余金

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

　配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年５月13日

取締役会
普通株式 293　 8.5 平成23年３月31日 平成23年６月13日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 
報告セグメント

情通・
デバイス事業　

FAシステム事業 ビル設備事業 インフラ事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 10,155 7,475 1,831 4,808 24,272
セグメント間の内部
売上高又は振替高

28 65 15 0 109

計 10,184 7,541 1,847 4,808 24,381

セグメント利益又は

損失(△)　
127 195 △83 △46 192

   

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

　 （単位：百万円） 　

利益 金額 　

報告セグメント計 192 　

全社費用（注） △36 　

四半期連結損益計算書の経常利益 155 　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び営業外損益であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 
報告セグメント

情通・
デバイス事業　

FAシステム事業 ビル設備事業 インフラ事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 5,540 7,903 2,399 4,602 20,445
セグメント間の内部
売上高又は振替高

18 46 19 0 84

計 5,559 7,949 2,418 4,602 20,529

セグメント利益又は

損失(△)　
△112 156 △57 △51 △64

   

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

　 （単位：百万円） 　

利益 金額 　

報告セグメント計 △64 　

全社費用（注） 35 　

四半期連結損益計算書の経常損失(△) △29 　

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び営業外損益であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
2円00銭 △1円34銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円）
69 △46

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損

失金額（△）（百万円）
69 △46

普通株式の期中平均株式数（千株） 34,578 34,488

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　平成23年５月13日開催の取締役会において第161期（自平成22年４月１日　至平成23年３月31日）の期末配当につ

き、次のとおり決議しました。

配当金の総額 １株当たりの期末配当金
支払請求の効力発生
日及び支払開始日

摘要

293百万円 8.5円 平成23年６月13日

当社定款第41条に基づき平成23年３月

31日最終の株主名簿に記載された株主

または登録株式質権者に対し、配当金を

支払う。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月８日

株式会社カナデン

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　欽哉　　㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森谷　和正　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社カナデンの

平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財務

諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分

析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社カナデン及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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